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３ ポルトガル共和国 
 
（１）商標法の動向等 

1) ポルトガルでは、1997 年 3 月 20 日からマドリッド協定議定書が発効している。

なお、ポルトガルはマドリッド協定にも加盟しており、マドリッド協定は、1893
年 10 月 31 日に発効している。 

 
2) 現行のポルトガルにおける商標に関する法規定は工業所有権法に言及されてお

り、当該工業所有権法は法令 36/2003（2003 年 3 月 5 日）に承認され、その後幾

度の法改正を経て、現在では 143/2008（2008 年 4 月 1 日）の法令73によって改正

されたものが効力を有している。 
 

3) ポルトガル国家工業所有権庁（INPI）について 
ポルトガル国家工業所有権庁は、旧工業所有権庁の再構築として、外国貿易省の

後援によって 1976 年 7 月 28 日に設立された独立政府機関となっている。役割と

しては、ポルトガルが加盟している国際機関との協力のもとで、工業所有権の登

録及び保護等を行っている。また、ポルトガル国家工業所有権庁は、工業所有権

法の出願に関する管轄機関となっている。 
 
 
（２）商標の定義 

商標の定義は、工業所有権法第 222 条「商標の構成」に規定されている。 
 

1) 商標とは、視覚的に、すなわち語(人名を含む)、図形、文字、数字及び音響、商

品の形状又はその包装により表現することができる標識又は標識の組から構成す

ることができる。ただし、これらが 1 の会社の商品及び役務を他の会社の商品及

び役務から適切に区別することを条件とする。 
 

2) 商標は，当該の商品又は役務に係る広告のための語句から構成することもできる。

ただし，著作権により当該語句に付与される保護の如何に拘らず，当該語句に識

別性があることを条件とする。 
 

3) 団体商標について 
団体商標については工業所有権法第 228 条「定義」に規定されている。 

                                                      
73 WIPO ウェブサイト http://www.wipo.int/wipolex/en/details.jsp?id=5952 から入手できる。工業所有権

法の日本語テキストは、日本国特許庁のホームページで見ることができる。日本国特許庁ホームページ

→制度・手続→外国知的財産権情報→外国知的財産権制度情報→ポルトガル 

http://www.wipo.int/wipolex/en/details.jsp?id=5952
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第 228 条 
(1)団体商標は、組合商標又は証明商標であるものとして定義される。 
(2)商品又は役務の出所を示すために商業において使用される標識又は表示は、団

体商標を構成することができる。 
(3)団体商標の登録は、法律、規約又は内部規則において定められる条件に従って

当該の商品の販売を規制する権利を所有者に付与する。 
 

(a) 組合商標について 
組合商標については、工業所有権法第 229 条「組合商標」に規定されている。 

第 229 条 
組合商標とは，自然人又は法人の組合に属する特定の標識であって，組合の構成

員が組合の目的に関わる商品又は役務について使用するか又は使用する意思を

有するものをいう。 
 

(b) 証明商標について 
証明商標については、工業所有権法第 230 条「証明商標」に規定されている。 

第 230 条 
(i) 証明商標とは、商品若しくは役務を規制する又は商品若しくは役務に関して

守らなければならない基準を定める法人に属する特定の標識をいう。 
(ii) 当該標識は、前記の規制の対象であるか又は基準が制定された商品又は役務

について使用されるものとする。 
 
 
（３）方式要件 

日本を本国官庁として、ポルトガルを領域指定した国際登録出願を行う場合の、

出願書類(MM2)の記入に関する留意点については、以下のとおりである。 
 

出願書類(MM2)の記載 
(1) 出願人（出願人が法人である場合の表示） 

国内法においては出願人の表記について特に規定されていない。 
資格を有する登録特許商標代理人（以下「現地代理人」という）の情報によると、

法人の表示については「Kabushiki Kaisha」の標記も正規の法人の名称として受け

入れられている。なお、実務上、和文会社名の英語標記の後に「, also trading as」
として英語名称で「Corporation」、「Company Limited」、「CO., LTD」、「LTD」、

「Incorporated（Inc）」等を含んだ英語標記を加えることが推奨されている。 
 

(2) マーク 
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商標の定義は本報告書「（２）商標の定義」に記載の通りである。MM2 の第 7 欄

(a)には基礎出願又は基礎登録と同じ標章の複製を掲載する(マドリッド共通規則

9(4)(a)(v))。 
 

(3) 標準文字制度 
ポルトガルにおいて、標準文字制度は存在する（法務省通達 3571/2014 パラグ

ラフ 4.1.1）。指定されるフォントは Courier で、サイズは 14-20 となっている。

従って、標準文字の宣誓を行った場合にはその標準文字として扱われる。 
 

(4) 色彩に係る主張 
単色又は色彩の結合にかかる商標について国際登録を行う場合、MM2 の第 7 欄

(d)「The mark consists exclusively of a color or a combination of colors as such, 
without any figurative element」をチェックする必要がある。この場合、商標が単

色からなる場合には、審査において拒絶理由の対象となる（工業所有権法第 223
条第 1 項(e)）。また、出願人が色彩の一定の組合せからなる商標について保護を求

める場合には、当該色彩によりマークを表示する必要がある（工業所有権法第 234
条第 2 項）。 

 
(5) 標章音訳 

商標がよく知られていない文字からなる場合には、音訳を記述する必要がある

（マドリッド共通規則 9 規則(4)(a)(xii)、工業所有権法第 234 条第 5 項）。必要な音

訳が記載されていない場合には、ポルトガル国家工業所有権庁は暫定的拒絶の通

報を出し、1 月の補充期間が与えられる（工業所有権法第 10 条第 7 項、第 24 条

第 1 項(b)）。日本語の文字からなる商標の場合、その音訳を MM2 の 第 9 欄(a)に
ラテン文字で記載する必要がある。 

 
(6) 標章の翻訳 

翻訳の記載は必須ではないが、ポルトガル国家工業所有権庁が求めた場合には提

出する必要がある（工業所有権法第 234 条第 5 項）。翻訳は絶対的拒絶理由及び出

所混同の審査にて考慮される（工業所有権法出願マニュアル規則 71 第 1 項）。 
 

(7) 商標が意味を持たない造語を含む場合 
商標が特定の意味を持たない造語の場合、MM2 の第 9 欄(c)「The words contained 

in the mark have no meaning (and therefore cannot be translated).」にチェックを

する。なお審査官が何らかの意味を発見した場合、標章の翻訳を示すように暫定

的拒絶の通報を出し補充することが求められる（工業所有権法第 234 条第 5 項）。

あるいは、意味において識別力がないと職権審査で判明した場合には、絶対的拒
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絶理由の対象となる。 
 

(8) 立体商標 
MM2 の第 9 欄(d)「Three-dimensional mark」にチェックを入れた場合には立体

商標といて扱われる（工業所有権法第 233 条第 1 項(d)）。この場合、商標を特徴づ

ける立体要素を正しく把握できるように斜視図を含めた幾つかの図によって表現

される必要がある（法務省通達 3571/2014 4.1.2(c)）。 
 

(9) 音響商標 
 MM2 の第 9 欄(d)「Sound mark」にチェックを入れた場合には音響商標として

扱われる。この場合、マルチメディアファイル（MP3 形式か WAVE 形式）を提出

する必要がある。 
なお、マルチメディアファイルの提出は暫定的拒絶の通報の前か応答時に提出す

ることができる（工業所有権法第 234 条第 1 項）。 
 

(10) 団体商標 
 MM2 の第 9 欄(d)「Collective mark, certification mark, or guarantee mark」に

チェックを入れた場合、これらについて適用される法律及び規約書類及び当該組

織内部規則の提出をすることが必要となる（工業所有権法第 234 条第 3 項(b)）。こ
れらの書類の提出が審査時に提出されていない場合には、暫定的拒絶理由通報の

対象となる（工業所有権法第 24 条第 1 項(b)、第 237 条第 5 項）。 
 

(11) 標章の記述(説明) 
商標の図形が言語要素を含んでいる場合、これを記述する必要がある（工業所有

権法第 234 条第 6 項）。その他の場合には必須記載項目ではない。なお、2015 年 2
月時点で有効なマドリッド共通規則によれば、「基礎出願又は基礎登録が標章の説

明文を含んでいる場合にのみ、国際登録出願に記載することができる（マドリッ

ド共通規則 9 規則(4)(a)(xi)）。 
 

(12) 標章の称呼 
特段の規定はない。 

 
(13) ディスクレーム制度 

MM2 の第 9 欄(g)にチェックを入れ、商標の構成要素の一部について権利不要求

の旨を記載することによって、権利不要求を認める全ての国において商標の構成

要素の一部について権利不要求を宣言することができる。権利不要求は出願人又

は異議申立人によって行うことができ、登録において当該部分を特定されること
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になる（工業所有権法第 223 条第 3 項）。 
 

(14) 商品及び役務 
商品及び役務の国際分類に関するニース協定に基づく分類一覧に従い記載する

（工業所有権法第 233 条第 1 項(b)）。なお、クラスヘディングは一部認められてい

るが、以下の表示は認められない。 
Class 6: Goods of common metal not included in other classes; 
Class 7: Machines;  
Class 14: Goods in precious metals or coated therewith; 
Class 16: Goods made from paper and cardboard; 
Class 17: Goods made from rubber, gutta-percha, gum, asbestos and mica; 
Class 18: Goods made of these materials [leather and imitations of leather]; 
Class 20: Goods (not included in other classes) of wood, cork, reed, cane, 

wicker,horn, bone, ivory, whalebone, shell, amber, mother-of-pearl, 
meerschaum and substitutes for all these materials, or of plastics; 

Class 37: Repair; installation services; 
Class 40: Treatment of materials; 
Class 45: Personal and social services rendered by others to meet the needs of 

individuals. 
 
これらについては以下の提案がなされている。 

Class 6: Construction elements of metal; building materials of metal; 
Class 7: Agricultural machines; machines for processing plastics; milking 

machines;  
Class 14: Works of art of precious metal; 
Class 16: Filtering materials of paper;  
Class 17: Rings of rubber;  
Class 18: Briefcases [leather goods]; 
Class 20: Door fittings, made of plastics; figurines of wood; 
Class 37: Shoe repair; repair of computer hardware; installation of doors and 

windows; installation of burglar alarms; 
Class 40: Treatment of toxic waste; air purification; 
Class 45: Personal background investigations; personal shopping for others; 

adoption agency services. 
（出典：http://www.wipo.int/madrid/en/members/profiles/pt.html?part=misc） 
 

(15) 使用の意思の宣言 

http://www.wipo.int/madrid/en/members/profiles/pt.html?part=misc
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使用の意思の宣言書の提出を求めるマドリッド共通規則第 7 規則(2)に基づく宣

言をしていないため、不要である。 
 

(16) その他 
特段の規定はない。 
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（４）審査 
① 実体審査の概略 
ポルトガルの実体審査の概略フローを以下に示す。 

 

 



 

 92

ポルトガル国家工業所有権庁は、国際登録の領域指定の通知を受領した場合には、

ポルトガルの国内出願と同様の基準及び手順で審査を行う（工業所有権法第 253 条

（１））。すなわち、国際登録は出願公開され、異議申立の機会が与えられる（工業

所有権法第 17 条（1））。 
 異議申立がなされたか否かに拘らず、「絶対的拒絶理由」及び「相対的拒絶理

由」について審査が実施される（工業所有権法第 254 条、拒絶理由については第 24, 
223, 238 ないし 242 条）。異議申立がなされず、かつ、実体審査の結果、拒絶理由

が発見されない場合、ポルトガル国家工業所有権庁は国際事務局に対して、保護認

容声明を送付する（マドリッド共通規則 18 規則の 3(1)）。また、国際事務局は当該

声明を国際登録の名義人に送付する（マドリッド共通規則 18 規則の 3(5)）。 
 

一方、国際登録の領域指定が拒絶理由を有すると判断された場合は、ポルトガル

国家工業所有権庁は、国際事務局を通じて、国際登録の名義人に対して拒絶理由を

記載した暫定的拒絶の通報を送付する（マドリッド共通規則 17 規則(1)(4)）。ポルト

ガル国家工業所有権庁から国際事務局への通知は領域指定通知日から 1 年以内に行

われる（マドリッド協定議定書第 5 条(2)(a)）。 
暫定的拒絶の通報に対する応答期限は、国際事務局が暫定的拒絶の通報を国際登

録の名義人に送付した日から 1 ヶ月以内とされている（工業所有権法第 237 条第 6
項）。他方、異議申立に基づく暫定的拒絶の通報に対する応答期限は、国際事務局が

暫定的拒絶の通報を国際登録の名義人に送付した日から 2 ヶ月以内とされている

（工業所有権法第 17 条（2））。この応答期限は請求に基づいて１回に限り 1 ヶ月延

長することができる（工業所有権法第 17 条第 4 項、第 237 条第 6 項）。 
暫定的拒絶の通報に対して応答せず、拒絶理由が解消していない場合には拒絶は

最終的なものとなる（工業所有権法第 237 条第 6 項）。なお、拒絶が一部に係る場

合には、拒絶理由の無い部分の保護が確定する（工業所有権法第 244 条）。 
応答の結果、拒絶理由が解消された場合、保護付与の決定がなされ（工業所有権

法第 237 条第 8 項）、ポルトガル国家工業所有権庁は国際事務局に保護認容声明を

送付し、国際事務局は当該通知を国際登録の名義人に送付する（マドリッド共通規

則 18 規則の 3(2)(5)）。 
  

暫定的拒絶の通報に対する応答にもかかわらず、ポルトガル国家工業所有権庁が

拒絶理由が解消されていないと判断した場合、国際登録の名義人に出願の拒絶決定

を通知する（工業所有権法第 237 条第 9 項）。すなわち、決定前に再度意見を述べ

る機会は与えられない。 
 

国際登録の名義人が当該拒絶決定に不服がある場合、当該拒絶の決定が工業所有

権公報に公告されてから 2 ヶ月以内に裁判所に不服申立（上訴）することができる
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（工業所有権法第 42 条）。裁判所への不服申立の結果、拒絶理由が解消されなかっ

た場合又は拒絶決定に対する不服申立が請求されなかった場合には、ポルトガル国

家工業所有権庁は保護拒絶の確定声明を国際事務局に送付する（マドリッド共通規

則 18 規則の 3(3)）。国際事務局は当該通知を国際登録の名義人に送付する（マドリ

ッド共通規則 18 規則の 3(5)）。 
上訴を経て保護が認められた場合には保護付与の決定がなされ（工業所有権法第

237条第8項）、ポルトガル国家工業所有権庁は国際事務局に保護認容声明を送付し、

国際事務局は当該通知を国際登録の名義人に送付する（マドリッド共通規則 18 規則

の 3(2)(5)）。 
 

② 審査内容 
国際登録の領域指定の通知を受領した場合には、ポルトガル国家工業所有権庁は、

拒絶理由の有無について実体審査をする（工業所有権法第 254 条）。 
 

③ 暫定的拒絶通報の期間 
国際事務局がポルトガル国家工業所有権庁に対して領域指定を通知した日から 1

年以内に拒絶理由に関する暫定的拒絶の通報を国際事務局に通知する（マドリッド

協定議定書第 5 条(2)(a)）。 
 

④ 絶対的拒絶理由の内容 
絶対的拒絶理由として以下に該当する商標は登録されない（工業所有権法第 238

条）。 
1) 商標が視覚的に表示することができない標識で構成されている場合（工業所

有権法第 238 条第 1 項(a)） 
2) 商標が識別性に欠ける標識で構成されている場合（同項(b)） 
3) 専ら商品自体の性質によりもたらされる形状、技術的成果を得るために必要

な商品の形状、又は商品に実質的な価値を与える形状からなる場合（同項(c)） 
4) 商品の品質、産地等の記述的な表示からなる場合（同項(c)） 
5) 慣用的な表示からなる場合（同項(c)） 
6) 単色からなる場合（同項(c)） 
7) 商標に該当しない場合、出願人適格を有さない場合、団体商標の要件を満た

さない場合、又は同一商標の同一商品役務についての登録の場合（同項(c)） 
8) 国、自治体又はその他のポルトガル若しくは外国の公私の団体の標章、紋章、

記章又は勲章、赤十字又はその他の類似の団体の記章及び名称、並びに工業

所有権に関するパリ条約第 6 条の 3 に定めるすべての標識を含む場合（同第 4
項(a)） 

9) 宗教的表象等の高い象徴的価値を有する標識を含む場合（ただし、これらが
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許可されていない場合に限る。）（同項(b)） 
10) 公序良俗に反する場合（同項(c)） 
11) 商標の対象である商品又は役務の性質、特性、効用又は原産地に関して公

衆に誤認を生じさせる虞がある標識を含む場合（同項(d)） 
12) 専らポルトガル共和国の国旗又はその構成要素の一部から成る場合（第 5
項） 

13) 国旗を含む商標について以下の場合には拒絶される。 
(a)商標の対象である商品又は役務の原産地に関して公衆に誤認を生じさせ

ること 
(b)消費者に、当該商品又は役務が公的機関からのものであると誤解させるこ

と 
(c)国旗又はその何れかの要素について軽視の念又は威信の低下を生じさせ

ること 
 

⑤ 相対的拒絶理由の内容 
相対的拒絶理由に関する条文は、以下の通りに規定されている。 

工業所有権法第 239 条 
(1) 商標登録のその他の拒絶理由は次のとおりである。 

(a) 同一の又は類似する商品又は役務について先に他人が登録した商標の全部

若しくは一部の複製又は模倣であって、消費者に誤認若しくは混同を生じさ

せる虞があるか又は当該既登録商標を連想させる虞があるもの 
(b) 既に他人が登録したロゴタイプの全部又は一部の複製又は模倣であって、

その活動が当該商標の対象である商品又は役務と同一の又は類似する事業

体を識別するためのもの。 
ただし、それが消費者に誤認又は混同を生じさせる虞がある場合に限る。 

(c) 他の工業所有権の侵害 
(d) 名称、肖像若しくはその他の表現若しくは表示の使用であって、これらが

関係する者、又は当該人が死亡している場合はその相続人若しくは 4 親等ま

での親族の許可を得ていないもの。許可が得られている場合は、これらの使

用であって、当該人について軽視の念又は名声の低下を生じさせるもの 
(e) 出願人が不正競争を意図している、又は出願人の意図如何に拘らず不正競

争が生じる可能性があるとの認識 
 

(2) 次の事項が異議申立において言及された場合も、拒絶理由となる。 
(a) 企業若しくは法人の名称及びその他の識別性を有する標識若しくはこれら

の特徴的部分であって、出願人に属さないもの又は出願人がこれらを使用す

ることを許可されていないものの複製又は模倣。ただし、それが消費者に誤
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認又は混同を生じさせる虞がある場合に限る。 
(b) 著作権の侵害 
(c) 出願人に属さない農村又は都市にある特定の不動産物件の引用 
(d) 工業所有権法第 226 条74の違反 

 
(3) 前項(d)に定める場合において、所有者がそのように請求したときは、登録拒

絶の代わりに当該人への一部又は全部の移転を許可することができる。 
 

工業所有権法第 240 条 
(1) 工業所有権法第 245 条(1)(b)及び(c)75に基づいて、他人の登録商標において当

該他人により使用されていることが証明されている一定の外観、すなわち関

係する文言、メダル、褒章その他の要素の形状、色合い並びに配置を含めた

包装又はラベルの複製又は模倣である商標の登録も拒絶される。  
(2) 本条に基づく商標の拒絶における利害関係人は、前項にいう外観を有する自

己の商標の登録出願を既に行っている場合にのみ、関係の手続に参加するこ

とができる。 
 

工業所有権法第 241 条 
(1) 全体として又は本質的部分においてポルトガルにおける他の周知商標の写し、

模倣又は翻訳である商標であって、同一の若しくは類似する商品若しくは役

務に用いられ、他の商標と間違われる虞があるもの、又はそのような使い方

により当該周知商標の所有者との連想を生じさせる可能性があるものの登録

も拒絶される。  
(2) 前項にいう商標登録の拒絶における利害関係人は、自己の利害関係の根源及

び基礎である商標の登録出願を既に行っている場合にのみ、関係の手続に参

加することができる。 
 

工業所有権法第 242 条 

                                                      
74 工業所有権法第 226 条 
EU 又は WTO 加盟国の 1 において登録されたがポルトガルにおいては登録されていない商標に係

る権利の所有者の代理人が、前記の所有者の許可を得ないで、自己の名義で当該商標の登録を出願した

場合は、所有者は、当該出願に異議を申し立てる権利を有する。ただし、代理人が当該手続を正当化す

ることができる場合はこの限りでない。 
75 工業所有権法第 245 条(1)(b)及び(c)の規定 
(1) 登録商標は、次の場合に、他の商標により、その全部又は一部が模倣された又は不法使用されたも

のとみなす。 
(b) 両商標が同一の又は類似する商品又は役務を対象とする場合 
(c) 両商標が消費者に容易に誤認若しくは混同を生じさせるか又は既に登録されている商標を連想させ

る虞を包含する程に図形的に、形状的に、音響的に又はその他の点で類似しており、そのために消費者

は、注意して吟味又は比較した後でなければ両者を区別することができない場合 
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(1) 前条を害することなく、商標が同一性又は類似性がない商品又は役務を対象

としている場合であっても、それがポルトガル又は欧州連合において名声を

享受している既存の商標の翻訳であるか又は当該商標と同一であるか若しく

は類似するときは、登録が拒絶される。ただし、このことは、当該既存の商

標が欧州連合において登録されており、かつ、後の商標の使用が当該既存の

商標の識別性若しくは名声を不当に利用しようとしているか、又は当該既存

の商標を害する虞がある場合に限る。  
(2) 前条(2)の規定は本条(1)に適用され、従ってこの場合は、商標に名声を与えた

商品又は役務についてその商標の登録が出願されなければならないものと解

される。 
 
 
（５）暫定的拒絶通報を受領した場合の国際登録出願名義人の応答手続 

① 暫定的拒絶通報の見本と翻訳、内容の説明（使用言語）、全部拒絶/一部拒絶の取扱い 
1) 日本国特許庁を本国官庁とする場合、暫定的拒絶の通報に使用されている言語

は英語となる。暫定的拒絶の通報への応答はポルトガル語で行わなければならな

い（憲法第 11 条第 3 項、民事手続法第 133 条第 1 項）。また、暫定的拒絶の通

報に対する応答については所定の費用を支払わなければならない（工業所有権法

第 346 条第 3 項）。応答に必要な費用は、応答内容によって異なる76。 
  

2) 暫定的拒絶の通報には、対象国際登録番号、商標、国際登録名義人、拒絶理由、

拒絶の対象となっている商品役務、及び応答方法について記載されている。 
 

3) 全部拒絶/一部拒絶の取扱は、暫定的拒絶通知書の、項目(vi)に示されている。

拒絶の対象が一部の商品・役務に対してのみの場合で、当該暫定的拒絶理由通報

に応答しなかった場合は、拒絶された対象についてのみ拒絶され、拒絶理由のな

い商品・役務は保護される(工業所有権法第 244 条)。 
 

4) 暫定的拒絶の通報の例は次のとおりである。 
 

                                                      
76 ポルトガル国家工業所有権庁の印紙代料金表
http://www.marcasepatentes.pt/files/collections/eng_US/28/29/30/Table%20of%20Industrial%20Propert
y%20Fees%202014-2015.pdf 

http://www.marcasepatentes.pt/files/collections/eng_US/28/29/30/Table%20of%20Industrial%20Property%20Fees%202014-2015.pdf
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暫定的拒絶の通報 

異議申立に基づかない拒絶 

Ⅰ.通報を行う機関 
ポルトガル国家工業所有権庁 

Ⅱ.国際登録番号 
商標の要素 

Ⅲ.名義人の名称及び住所 

Ⅳ.拒絶の理由 

Ⅴ.抵触する先行商標 
出願・登録番号、出願日、権利者の名称及び

住所、商標、抵触する先行商標の商品・役務 
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Ⅵ.拒絶にかかる商品又は役務 

Ⅶ.暫定拒絶に対する応答 
a) 応答書類の提出の期限 
b) 応答書類の提出先 

Ⅷ.決定の日付 

Ⅸ.署名及び日付 
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Ⅹ.関連条文 
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② 暫定的拒絶通報への応答期間 
「（4）審査 ①実体審査の概略」の欄で述べたとおり、暫定的拒絶の通報に対する

応答期限は、国際事務局が暫定的拒絶の通報を国際登録の名義人に送付した日から

1 ヶ月以内とされている（工業所有権法第 237 条第 6 項）。他方、異議申立に基づく

暫定的拒絶の通報に対する応答期限は、国際事務局が暫定的拒絶の通報を国際登録

の名義人に送付した日から 2 ヶ月以内とされている（工業所有権法第 17 条(2)）。こ

の応答期限は請求に基づいて１回に限り 1 ヶ月延長することができる（工業所有権

法第 17 条第 4 項、第 237 条第 6 項）。 
 

③ 現地代理人の必要性の有無 
暫定的拒絶の通報に対する応答について、国際登録の名義人はポルトガルに施設若

しくは住所を有する限り自分で応答することができる（工業所有権法第 10 条第 1
項(a)）。また、ポルトガルに施設又は住所が無い場合でも、ポルトガルの書類送付

先及び電子メールアドレスないしファクシミリ番号を示せば、国際登録名義人は直

接手続を行うことができる（工業所有権法第 10 条第 1 項(b)第 2 項）。それ以外の場

合には、国際登録名義人はポルトガルに施設又は住所を有する公認の工業所有権代

理人、弁護士又は事務弁護士によって手続を行わなければならない（工業所有権法

第 10 条第 1 項(a)）。 
 

④ 国際登録出願名義人本人が現地代理人なしでできる手続 
上記③で述べたように、国際登録の名義人は暫定的拒絶の通報に対する応答を自身

で行うことが可能である。ただし、ポルトガルに施設又は住所を有していない名義

人の場合は、実質的に現地代理人を選任し、その現地代理人の住所をポルトガル国

家工業所有権庁に届け出る手続が一般的に行われる。また、応答に際して、指定商

品及び役務の一部減縮（MM6）は、国際事務局に対して手続を行うことができる（マ

ドリッド共通規則 25(1)(a)）。したがって、国際登録の領域指定に係る指定商品・役

務の減縮（MM6）により、暫定的拒絶の通報に記載された拒絶理由が解消していれ

ば、登録は認められると考えられる。  
ただし、当該変更が国際事務局から通知されるのが暫定的拒絶の通報の応答期間経

過後になると国際登録の領域指定の保護の拒絶が確定する可能性があるため、当該

変更を申請した旨を通知しておくことが望ましい。 
 

⑤ 暫定的拒絶通報に対しポルトガル国家工業所有権庁に直接応答しない場合又は

直接応答後も拒絶理由が解消しない場合の拒絶確定までの概略 
国際登録名義人が応答せず、拒絶理由が解消されていない場合には、拒絶は最終的

なものとなり（工業所有権法第 237 条第 6 項）、工業所有権公報に公告される（工

業所有権法第 237 条第 11 項）。また、暫定的拒絶の通報に対する応答後も拒絶理由

が解消しない場合、拒絶の決定（確定命令）がなされ（工業所有権法第 237 条第 9
項）、工業所有権公報に公告される（工業所有権法第 237 条第 11 項）。拒絶の決定

前に再度意見を述べる機会は与えられない。ただし、拒絶の決定に対する不服申立
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は可能である（本報告書（１０）上訴参照）。不服申立は、拒絶の決定が工業所有権

公報に公告（工業所有権法第 237 条第 11 項）されてから 2 ヶ月以内に提起しなけ

ればならない（工業所有権法第 42 条）。不服申立がなされなければ、拒絶の決定は

確定する。その後、ポルトガル国家工業所有権庁は保護拒絶（全部）の確定声明を

国際事務局に対して送付し、国際事務局から国際登録の名義人にその旨通報する（マ

ドリッド共通規則 18 規則の 3(3)(5)）。 
 
 
（６）拒絶理由解消後又は拒絶理由が存在しない場合の登録までの概略 

暫定的拒絶の通報に記載された拒絶理由が解消され、又は暫定的拒絶の通報が無

かった場合には、ポルトガル国家工業所有権庁にて権利保護の付与が決定する。ポ

ルトガル国家工業所有権庁は国際事務局に保護（一部又は全部）認容声明を送付す

る（マドリット共通規則 18 規則の 3(1)又は(2)）。国際事務局は、当該通知を国際登

録の名義人に送付する（マドリッド共通規則 18 規則の 3(5)）。 
 
 
（７）登録 

① 登録簿 
ポルトガル国家工業所有権庁において、国際登録の領域指定についてポルトガル

における保護が認められると、ポルトガル国家工業所有権庁にて管理されている

商標登録簿にその旨が登録される（工業所有権法第 29 条第 4 項）。その後、工業

所有権公報にその旨が掲載される（工業所有権法第 237 条第 11 項、第 356 条）。 
 

② 登録証書の発行 
登録証書は発行されない。 

 
 
（８）登録後の注意事項 

1) 商標の不使用に基づく登録消滅 
国際登録日（事後指定の場合には事後指定が登録された日）後 5 年間の商標不使

用を理由に、ポルトガル国家工業所有権庁に利害関係人によって申請された消滅

申請が認められると、ポルトガルにおける国際登録の領域指定の保護が停止され

る（工業所有権法第 269 条(1)(5)）。ただし、不使用について正当な理由がある場

合はこの限りでない。また、不使用が一部の商品又は役務に関する場合には、消

滅は当該商品又は役務のみとなる（工業所有権法第 269 条(6)）。 
不使用に基づく消滅の請求がなされた場合には、国際登録の名義人は 1 ヶ月の応

答期間が与えられる（工業所有権法第 270 条(3)）。使用の立証責任は国際登録の名

義人又は使用権者が追う（工業所有権法第 270 条(6)）。応答期限後 1 ヶ月以内に登
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録消滅について決定が行われる（工業所有権法第 270 条(7)）。使用が証明されない

場合には当該商標は使用されていないものと推定される（工業所有権法第 270 条

(6)）。 
消滅は、ポルトガル国家工業所有権庁において全手続の完結を受けて宣言された

後に効力が生じ、消滅は国内の登録簿に登録され公報に掲載される（工業所有権

法第 270 条(9)(10)）。 
その後、ポルトガル国家工業所有権庁は国際事務局へ消滅の事実を通報し、国際

事務局は国際登録の名義人に通報する（マドリッド共通規則 19 規則）。 
 

なお、商標の使用は以下の通り定義されている（工業所有権法第 268 条）。 
(a) 商標が登録された形での、又は工業所有権法第 261 条77に従い商標の識別

性を変更しない要素においてのみ異なる形での、商標所有者又は適正に登録

されたライセンスを有する使用権者による商標の使用 
(b) 輸出向けに限られた商品又は役務についての、前号において定義された商標の

使用 
(c) 第三者による商標の使用。ただし、この使用が所有者により管理されてお

り、かつ、登録を維持する目的のものであることを条件とする。 
(d) 団体商標の使用とは、所有者の同意を得て行われるその使用をいう。 
(e) 保証又は証明商標の使用とは、資格を有する者により行われるその使用を

いう。 
 

また、いわゆる商標の駆け込み使用については「誠実な使用の開始又は再開であ

って、連続する 5 年の不使用期間の終了の日に始まる、消滅宣言を求める申請提

出の直前 3 月の期間中になされたものは、そのための努力が消滅宣言の申請提出

が可能なことを所有者が知った後に行われている場合は考慮に入れないものとす

る。」と規定されている（工業所有権法第 268 条(4)）。 
 

2) 無効・取消 
商標登録は、工業所有権法第 33 条78違反の他、絶対的拒絶理由違反（工業所有

                                                      
77 工業所有権法第 261 条 (商標の変更禁止) 
(1) 商標を変更してはならない。その構成要素についての如何なる変更も新規の登録を受けなければな

らない。 
(2) 商標の同一性を損なわず、単にその大きさ、それが押印、印刷又は複製された材料、並びにインク

又は色彩のみに影響する単純な修正は、これらが商標の特定の特徴の 1 として明示的に主張されていな

い限り、前項の適用対象としない。 
(3) 商標の対象である商品又は役務の明示的な表示の記載若しくは不記載又は所有者の住所若しくは

事業地の変更は、商標の同一性に影響を及ぼさない。 
(4) 記名商標は、当該商標を構成する表現に関してのみ変更禁止の原則に従う。当該商標は、第三者の

権利を侵害しないことを条件として、如何なる図形と共に使用しても差し支えない。 
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権法第 238条(1)、(4)ないし(6)）を根拠に無効とされる（工業所有権法第 265条(1)）。 
また、工業所有権法第 34 条79違反の他、相対的拒絶理由違反（工業所有権法第

239 条ないし 242 条）があったときは取り消される（工業所有権法第 266 条(1)）。
なお、工業所有権法第 241 条及び 242 条80に基づいて取消しを請求する場合の利

害関係人は、当該標章に名声又は威信を与えた製品又は役務について、取消請求

を生じさせた商標の登録を出願しなければならない（工業所有権法第 266 条(2)）。
また、異議申立において主張される既存の商号が第 268 条に従う誠実な使用の条

件を満たしていない場合は、登録を取り消すことはできない（工業所有権法第 266
条(3)）。時効の適用がない不誠実に登録された商標の取消を申請する権利を害する

ことなく、取消手続は、登録付与命令の発出日から 10 年以内に提起されなけれ

ばならない（工業所有権法第 266 条(4)）。 
 
 
（９）異議 

1) 異議申立の期間（工業所有権法第 17 条、第 252 条） 

                                                                                                                                                      
78 工業所有権法第 33 条 (無効) 
(1) 特許、実用新案及び登録は、次の場合は、その全部又は一部を無効とする。 
(a) その対象を保護することができない場合 
(b) 権利が付与される時に当該権利の付与に不可欠な手続又は方式が守られていなかった場合 
(c) 公の規則に違反している場合 

(2) 何れの利害関係人も、いつでも無効を主張することができる。 
 
79 工業所有権法第 34 条 (取消) 
(1) 特許、実用新案及び登録は、所有者がこれらに係る権原を有さない場合は、その全部又は一部を取

り消すことができる。すなわち、 
(a) 当該権利が所有者に属していない場合 
(b) それらが第 58 条、第 59 条、第 121 条、第 122 条、第 156 条、第 157 条、第 181 条、第 182 条

及び第 226 条に定める権利を無視して付与されている場合 
(2) 前項(b)に定める場合において、法律上可能なときは、利害関係人は、取消に代えて権利の全部又は

一部の自己への帰属を請求することができる。 
 
80 工業所有権法第 241 条 (周知商標) 
(1) 全体として又は本質的部分においてポルトガルにおける他の周知商標の写し、模倣又は翻訳である

商標であって、同一の若しくは類似する商品若しくは役務に用いられ、他の商標と間違われる虞がある

もの、又はそのような使い方により当該周知商標の所有者との連想を生じさせる可能性があるものの登

録も拒絶される。 
(2) 前項にいう商標登録の拒絶における利害関係人は、自己の利害関係の根源及び基礎である商標の登

録出願を既に行っている場合にのみ、関係の手続に参加することができる。 
第 242 条 (名声のある商標) 
(1) 前条を害することなく、商標が同一性又は類似性がない商品又は役務を対象としている場合であっ

ても、それがポルトガル又は欧州連合において名声を享受している既存の商標の翻訳であるか又は当該

商標と同一であるか若しくは類似するときは、登録が拒絶される。 
ただし、このことは、当該既存の商標が欧州連合において登録されており、かつ、後の商標の使用が当

該既存の商標の識別性若しくは名声を不当に利用しようとしているか、又は当該既存の商標を害する虞

がある場合に限る。 
(2) 前条(2)の規定は本条(1)に適用され、従ってこの場合は、商標に名声を与えた商品又は役務について

その商標の登録が出願されなければならないものと解される。 
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 国際登録の領域指定（事後指定を含む。）については、工業所有権公報に掲載

された日から 2 ヶ月間の異議申立期間が設定される（工業所有権法第 17 条(1)）。
この期間において、利害関係を有する者は保護の付与に対してポルトガル国家工

業所有権庁に異議申立を請求することができる（工業所有権法第 17 条(4)、第 236
条(1)、第 252 条）。異議申立の期限は、異議申立人の請求により国際登録の名義人

の同意なしで 1 月の期間延長をすることができる（工業所有権法第 17 条(4)）。た

だし、延長の合理的理由を明示する必要がある。延長の合理的理由としては、異

議申立の理由補充に時間を要することや、他者との交渉の締結に時間が要する場

合が挙げられる。当該期間の満了後は延長できない（工業所有権法第 17 条(4)）。
ただし、異議申立事件の自体の審査の停止を要求することが認められる（工業所

有権法第 17 条-A(1)）。この要求は相手方当事者の同意が必要となり、停止期間は

最長 6 月となる（工業所有権法第 17 条-A(1)）。また、職権によっても停止される

場合がある（工業所有権法第 17 条-A(2)）。 
異議申立の請求がなされると、ポルトガル国家工業所有権庁は国際事務局に対し

て（異議申立に基づく）暫定的拒絶の通報を送付し、異議申立による拒絶理由を

明記することとされている（工業所有権法第 17 条（2)、第 254 条）。 
 

2) 異議申立の要件 
書面により、異議申立人及び出願人を特定し、異議申立の理由を述べる必要があ

る。なお、異議申立の理由の根拠とする先行商標については、使用していること

を証明する必要はない（工業所有権法第 269 条(1)）。 
 

3) 国際登録の名義人の答弁書（工業所有権法第17条(2)） 
(a) 異議申立書の送付を受けた国際登録の名義人は、異議申立に基づくポルトガル

国家工業所有権庁の暫定的拒絶の通報から 2 ヶ月以内にポルトガル国家工業所

有権庁に対し、異議申立理由に対する答弁書を提出することができる（工業所

有権法第 17 条(2)）。なお、答弁書を提出する場合には印紙をポルトガル国家工

業所有権庁に支払う必要がある（工業所有権法第 346 条）。 
(b)異議申立は、利害関係を有する異議申立人の請求に基づき、かつ、国際登録の

名義人の同意をもって、最長 6 ヶ月間、審査を停止させることができる（工業

所有権法第17-A条(1)）。異議申立の検討は、職権又は利害関係人の請求により、

異議の結論に影響を及ぼすおそれがある場合には、その影響がある間、停止さ

せることができる（工業所有権法第 17-A 条(2)）。 
(c)答弁書を提出しなかった場合でもそれが直ちに拒絶の決定となるわけではなく、

審査を行った上で登録の可否が判断される（工業所有権法第 237 条(3) (4)）。 
 

4) 異議申立における書類（工業所有権法第19条） 
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異議申立の証拠は申立書の言及部分に添付する（工業所有権法第 19 条(1)）。証

拠書類が期限内に提出することが不可能なことが証明されれば、当該書類は許可

を得て事件ファイルに添付することができ、その場合には、相手方当事者に通知

される（工業所有権法第 19 条(2)）。ただし、関連の無い場合や不適切な追加書類

と認められる場合には受け付けられず、誹謗又は不適切な表現で示された書類の

場合も同様となる（工業所有権法第 19 条(3)）。この場合、当該書類は提出者に返

却される（工業所有権法第 19 条(3)）。 
 

5) 異議申立における査察（工業所有権法第21条） 
異議申立人は、主張を客観的又は明確にするために、施設その他の場所の査察を

求めることができる（工業所有権法第 21 条(1)）。ただし、当該査察の求めは聴聞

が行われる場合に限られる（工業所有権法第 21 条(1)）。当該査察の費用は要求し

た者の負担となり（工業所有権法第 21 条(2)）、査察前に取下げることもできる（工

業所有権法第 21 条(3)）。査察に関する供託金は、査察の取下げが適時に行われた

場合には、請求により返還される（工業所有権法第 21 条(4)）。また、査察が事件

の解明に必要不可欠と判断した場合には、ポルトガル国家工業所有権庁の裁量に

よっても実施される場合がある（工業所有権法第 21 条(5)）。ポルトガル国家工業

所有権庁の協力要請の拒否は決定の判断に影響を受ける。ただし、相手方の故意

の妨害の場合は除かれる（工業所有権法第 21 条(6)）。 
 

6) 異議申立に関する決定（工業所有権法第22条） 
異議申立期間の経過後、当事者の主張は審査され、事実は事件ファイルに加えら

れた上で決定が行われる（工業所有権法第 22 条）。異議申立手続の終了後、異議

申立が成立した場合は、ポルトガル国家工業所有権庁は、国際登録の名義人に拒

絶決定を送付し、その後国際事務局に保護拒絶確定声明を送付する（工業所有権

法第 237 条(4)、マドリッド共通規則 18 規則の 3(3)）。拒絶が一部の場合にはその

部分について保護一部認容声明を送付する（マドリッド共通規則 18規則の 3(2)）。 
異議申立が不成立の場合は、ポルトガル国家工業所有権庁は、国際事務局に保護

認容声明を送付する（工業所有権法第 237 条(3)、マドリッド共通規則 18 規則の

3(2)）。 
 
 
（１０）上訴 

1) 上訴期間及び管轄 
ポルトガル国家工業所有権庁が行った決定に対しては管轄裁判所に不服申立を行

うことができる（工業所有権法第 39 条）。この場合の管轄はリスボン商事裁判所と

なり（工業所有権法第 40 条(1)）、当該決定が工業所有権公報に公告されてから、2
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ヶ月以内に提起しなければならない（工業所有権法第 42 条）。 
 

2) 上訴手続 
訴状が提出された後、訴状の写しはその各関係書類と共にポルトガル国家工業所有

権庁に送付され、不服申立の対象である決定を行った組織が適宜応答することがで

き、かつ、決定の基礎となった事件ファイルを裁判所に発送できるようにする（工

業所有権法第 43 条(1)）。 事件ファイルが裁判所にとって十分な情報が含まれてい

る場合は、同ファイルは、答弁書を添えて 10 日以内に裁判所へ送付される（工業

所有権法第 43 条(2)）。そうでない場合は、不服申立人の訴状中の主張に対する応答

を記載した答弁書が事件ファイルと共に 20 日以内に送付される（工業所有権法第

43 条(3)）。ポルトガル国家工業所有権庁が正当な理由で前記 20 日の期限を遵守で

きない場合は、同庁は、裁判所に対し、それが必要と認める期間及び条件で期限を

延期するよう求める（工業所有権法第 43 条(4)）。 これらの通信は、できる限り電

子データ送信により行われなければならない（工業所有権法第 43 条(5)）。 
 

3) 相手方の対応 
裁判所が事件ファイルを受領した後、相手方当事者(存在する場合)は、応答を行う

場合には 30 日以内に行うように要求される（工業所有権法第 44 条(1)）。当該当事

者に対する要求状は弁護士の事務所へ送付されるものとし、弁護士がいない場合は、

行政手続において当事者を代理した公式の工業所有権代理人の事務所に送付される。

ただし後者の場合は、当該代理人は、弁護士により代理されている場合にのみ訴訟

に関与することができる旨を予告される（工業所有権法第 44 条(2)）。応答期間が終

了したとき、事件は最終決定を待って停止するものとし、最終決定は、正当な遅延

理由がある場合を除き、15 日以内になされなければならない（工業所有権法第 44
条(3)）。不服申立の対象である決定を取り消し、又は全面的に若しくは部分的に変

更する裁定は、当該決定の条件をそのまま維持して当該決定に代わるものとする（工

業所有権法第 44 条(4)）。ポルトガル国家工業所有権庁は、如何なる場合も相手方当

事者とはみなされない（工業所有権法第 44 条(5)）。 
 

4) 専門家の参加要請 
不服申立の間、当該事案において追加の情報が必要になった場合、又は裁判所が望

ましいと認めた場合は、裁判所はいつでも、不服申立の対象である決定の根拠とな

った意見を出した 1 又は複数の専門家に対して、口頭で必要な説明をさせるため、

出頭するよう要請し、出頭の日時を定めることができる（工業所有権法第 45 条）。 
 

5) 裁判所の決定に対する上訴 
ポルトガル国家工業所有権庁が行った決定に対する管轄裁判所での決定に不服が
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ある場合には、控訴裁判所へ上訴することができる（工業所有権法第 40 条第 2 項）。

この場合リスボン控訴裁判所が第 2 審となる。控訴審において不利な決定が出た場

合、最高司法裁判所に上訴することはできない（工業所有権法第 46 条第 2 項）。従

って、リスボン控訴裁判所の決定が最終とされる。 
 
 
（１１）権利行使 

① 権利の発生時期、条件 
1) 権利発生時期 
国内商標権は、登録日から起算して 10 年間有効であり、さらに、10 年を単位と

して繰り返し更新が可能である（工業所有権法第 255 条）。 
マドリッド協定議定書に基づく国際登録は、国際登録日から 10 年間有効であり、

更に 10 年間を単位として繰り返し更新が可能である。効力の発生は国際登録日又

は領域指定請求の記録日（事後指定の日）から生ずる（マドリッド協定議定書第 4
条(1)(a)）。 
ただし、商標権を行使できるのは、国内登録がなされた後である（工業所有権法

第 4 条第 4 項）。 
 

2) 登録により付与される権利 
商標登録により、権利所有者は、権原なき第三者に対し、当該商標の登録の対象

であり、かつ、双方の標識間の類似性及び双方の商品又は役務間の類似性の結果

として消費者に混同又は連想の危険を生じさせる虞がある商品又は役務と同一又

は類似するものに係る経済活動において、同一の又は類似する標識を使用するこ

とを排除する権利が付与される（工業所有権法第 258 条）。 
 

3) 権利の消尽 
登録により付与される権利は、権利所有者自身又は自らの同意により、欧州経済

地域で販売された商品に当該商標を使用することについて禁止することは認めら

れない（工業所有権法第 259 条第 1 項）。ただし、商品が市場に出た後に、商品の

一部が修正又は変更された場合に、使用を禁止することに正当な理由がある場合

にはこの限りでない（工業所有権法第 259 条第 2 項）。 
 

4) 商標権の効力の制限 
以下の場合には商標権の効力は及ばないこととされている（工業所有権法第 260

条）。ただし、当該使用が工業的及び商業的な事柄における規則及び誠実な慣行に

則っている場合に限る。 
(a)第三者自身の名称及び宛先 
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(b)商品若しくは役務の種類、品質、数量、目的、価額、原産地並びに生産の時期

及び手段、又は商品若しくは役務のその他の特徴に関わる表示 
(c)商品又は役務の性質上表示することが求められているか否かを問わず、付属品

又は予備部品等に関する商標 
 

② 侵害訴訟の提起（差止命令・損害賠償） 
1) 差止命令 
裁判所は、利害関係人の請求により、商標権の侵害又は重大な修復困難な損害を

及ぼす可能性が客観的に存在する場合に、急迫した侵害を防ぐため、又は侵害の

継続を禁止するための適切な措置を命じることができる（工業所有権法第 338-I
条第 1 項）。係る措置は侵害行為者の他に商標権を侵害するために第三者に利用さ

れている仲介者に対しても命じることができる（工業所有権法第338-I条第3項）。

また、申立人の請求又は手続上のこととして、係る措置の執行を保証する目的で、

強制的な罰金刑を決定することができる。さらに、被申立人の請求により、措置

命令に代えて当事者の合意を図ることができる。ただし、当該合意が権利所有者

への補償金を保証する上で適切である場合に限られる（工業所有権法第 338-I 条第

6 項）。 
 

2) 押収 
商業規模での違反の場合において、現に存在するか急迫しているかを問わず、利

害関係人が損失及び損害に係る補償金の取立を害する虞がある状況の存在を証明

することができるときは、裁判所は、侵害者として申し立てられている者の銀行

口座残高を含めた動産及び不動産の予防的押収を命じることができる。裁判官は、

侵害者に関する銀行、財務若しくは商業関係のデータ及び情報の伝達又はこれら

の利用の許可を命じることもできる（工業所有権法第 338-J 条第 1 項）。 
また、工業所有権の侵害が生じた場合において利害関係人から請求があるときは、

裁判所は、当該権利を侵害したことが疑われる商品又は当該不法行為の実行に用

いられた可能性がある器具の押収を命じることができる（工業所有権法第 338-J
条第 2 項）。 

 
3) 損害賠償 
他人の商標権を違法に侵害した場合には、故意又は過失を問わず、当該侵害から

生じた損害について補償金を支払わなければならない（工業所有権法第 338-L 条

第 1 項）。 
損失及び損害に係る補償金額の決定に際し、裁判所は、特に侵害者が取得した利

益並びに生じた損害及び被害者が蒙った逸失利益を考慮に入れる。また、裁判所

は、当該権利の保護並びに加害行為の調査及び終止のために負担された費用も考
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慮に入れる（同第 2 項）。 
被害者に支払われる補償金の計算に当たって、侵害者の不法行為から生じた収入

を考慮に入れる（同第 3 項）。 
裁判所は、侵害者の行為に起因する精神的被害をも考慮に入れる（同第 4 項）。 
被害者が実際に蒙った損失を数量化することが不可能な場合は、裁判所は、被害

者が反対しないことを条件として、最小限の価額として、侵害者が商標権を行使

するための許可を求めていたならば被害者が得ていたであろう報酬、並びに商標

権の保護並びに加害行為の調査及び終止のために負担された費用を基礎としてい

る衡平法に依拠して一定の額を定めることもできる（同第 5 項）。 
被害者との関係で、侵害者の行為が繰り返し又は特に悪質である場合は、裁判所

は、工業所有権法第 338-L 条第 2 項から第 5 項までに規定する要素の全部又は一

部を累積したものに依拠して補償額を決定することができる（同第 6 項）。 
裁判所は、何れの場合も、侵害者の権利の侵害を調査し、かつ、終止させるため

に同人が負担した適切な証拠を伴う費用を填補することを目的として合理的な金

額を定めるものとする（同第 7 項）。 
 

4) 追加的罰則 
裁判所の本案判決においては、損失及び損害に係る補償金の決定を害することな

く、被害者の請求に基づき、かつ、侵害者の費用負担において、商標権を侵害し

た商品の結末に関する措置について決定する（工業所有権法第 338-M 条第 1 項）。 
当該措置は、侵害の重大性に鑑みて適切及び必要であり、かつ、衡平でなければ

ならない。当該措置には、侵害者に対する何らの補償金も伴わない廃棄又は商業

循環からの引上げ若しくは確定的な除去を含めることができる（同第 2 項）。 
裁判所は、当該措置を適用するに当たり、第三者、特に消費者の正当な権利を考

慮に入れるものとする（同第 3 項）。 
工業所有権を侵害する商品を生産するために使用された器具も、本条に規定する

追加的罰則の対象となる（同第 4 項）。 
 

5) 抑制措置 
裁判所は判決にあたり、証明された違反の継続を防止することを目的とする措置

を侵害者に課すことができる（工業所有権法第 338-N 条第 1 項）。この措置には以

下のものを含むことができる（同第 2 項）。 
(a) 一定の事業活動又は職業の一時的な禁止 
(b) 見本市又は市場に参加する権利の喪失 
(c) 施設の一時的又は確定的な閉鎖 

 
6) 公表措置 
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裁判所は、被害者の請求に基づき、侵害者の費用負担において、裁判所の判決の

公告を命じることができる（工業所有権法第 338-O 条第 1 項）。当該公告は、工業

所有権公報における公表又は適切と認められるいずれかの公告媒体において行う

ことができる（同第 2 項）。 
 

7) 刑事措置 
ポルトガルでは、商標の侵害を取り扱う刑事訴訟がある。次の行為は、3 年以下

の懲役刑又は 360 日以下相当の罰金により処罰される（工業所有権法第 323 条）。 
(a) 登録商標の全部又は一部の偽造、又は他の手段による複製 
(b) 登録商標の全体としての又はその特徴的な部分を用いた模倣 
(c) 偽造又は模倣された商標の使用 
(d) 既にポルトガルにおいて登録出願されている周知商標の使用、偽造又は模倣 
(e) 同一性又は類似性のない商品又は役務についてであっても、登録出願中の既

存の商標を翻訳したものであるか又はその商標と同一の若しくはそれに類似

する商標であって、かつ、これが共同体商標である場合はポルトガル又は欧

州連合において名声を有するものの使用。ただし、当該後の商標の使用が当

該先の商標の識別性若しくは名声に係る特徴から不当な利益を不正に得るこ

とを意図しているか又は当該先の商標を害する虞がある場合に限る。 
(f) 商品、役務又は施設若しくは会社での、他人に属する登録商標の使用 

 
また、上記の手段及び条件のいずれかにより生産された偽造品であることを知り

ながら販売・流通又は隠匿する行為についても 1 年以下の拘禁刑又は 120 日以下

相当の罰金により処罰される（工業所有権法第 324 条）。 
 

その他に、権利濫用により取得又は維持している商標登録に対して、「自己のた

めに又は第三者の代理として、同盟の加盟国の国民に属する商標又は商号の複製

又は模倣である商標、名称、記章又はロゴタイプの登録を、工業所有権法第 12 条
において定められるとおりにポルトガルにおける優先権を享受するか否かに拘ら

ず、かつ、当該の影響を受ける者の資産に影響を及ぼして、結果としてその者に

損失をもたらし、又は不法な経済的利益を取得する、明らかな目的をもって、出

願し、獲得し又はその効力を維持する者は、3 年以下の拘禁刑又は 360 日以下相

当の罰金により処罰される。」旨規定されている（工業所有権法第 327 条）。 
 

刑事措置に関しては親告罪となっている（工業所有権法第 329 条）。 
 

8) 行政措置 
商標権侵害の準備行為については行政措置の対象となり、法人の場合には 3,000
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から 30,000 ユーロまでの罰金となり、自然人の場合には 750 から 7,500 ユーロの

罰金となる（工業所有権法第 335 条）。 
 

また、不法な商標の使用については、工業所有権法第 238 条(4)(a)及び(b)並びに

第 238 条(6)に示す標識の何れか、並びに第 239 条(1)(d)に示す標識を無登録の識

別性を有する標識として使用する者は、法人である場合は3,000ユーロから30,000
ユーロ、自然人の場合は 750 ユーロから 3,740 ユーロまでの罰金により処罰され

る（工業所有権法第 336 条第 1 項）。これに基づいて禁止される標章を付した製品

又は物品は、公訴庁の請求に基づいて、押収し、かつ、国に没収される旨を宣言

することができる（工業所有権法第 336 条第 2 項）。 
 

商標登録の所有者でない場合又は権利が無効・消滅している場合に権利所有者と

して表示した場合、法人である場合は 3,000 ユーロから 30,000 ユーロ、自然人の

場合は 750 ユーロから 3,740 ユーロまでの罰金により処罰される（工業所有権法

第 338 条）。 
 

9) 国境措置 
税関当局は商標権侵害の証拠がある商品について、職権又は利害関係人の請求に

より、通関手続を保留し又は停止する（工業所有権法第 319条第 1項及び第 2項）。

通関許可の保留又は停止については利害関係人に通知され、通知日後 10 日就業日

以内（延長可）に当該商品の押収に関する法的手続が開始されない場合には通関

となる（工業所有権法第 319 条第 3 項及び第 4 項）。 
 
 
（１２）議定書に基づく国際登録に特有な制度の取扱い 

1) セントラルアタック等により国内出願に変更した際の取扱い 
国際登録が、本国官庁からの請求により指定商品及び役務の全部又は一部について

取り消された場合は、当該国際登録の名義人は、当該取り消された商品又は役務の

全部又は一部について、ポルトガルの国内出願に変更（以下、「転換出願」という。）

することができる（マドリッド協定議定書第 9 条の 5）。転換出願にあたっては、国

際登録日、取消日、優先日（適用がある場合）及び商品役務のリストに関する客観

的な情報が求められる81。なお、転換出願に関し国内法や規則に規定はない。 
 

(a) 転換出願の条件は以下のとおり。 
(i) 国際登録の取消日から 3 ヶ月以内に転換出願を行った場合。 
(ii) 国際登録の名義人がポルトガル国家工業所有権庁に対して転換出願を行った

                                                      
81 http://www.wipo.int/madrid/en/members/profiles/pt.html?part=misc 

http://www.wipo.int/madrid/en/members/profiles/pt.html?part=misc
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場合。 
(ii) 転換出願の指定商品及び役務が、国際登録簿上で取消しとなった指定商品及

び役務のリストに含まれている。 
 

(b) 転換出願の出願日は、取消しとなった国際登録の国際登録日（取消しとなった

国際登録の領域指定が事後指定によるものの場合は、事後指定日）となる（マド

リッド協定議定書第 9 条の 5）。 
 

2) 代替 
ポルトガルで登録された商標と同一の商標が国際登録の対象であり、かつ、その商

標権者が国際登録の名義人と同一である場合には請求により82、当該国際登録は、

当該国内登録により生ずるすべての権利を害することなく、当該国内登録を代替す

ることができる。代替の請求を受領する条件は、以下のマドリッド協定議定書第 4
条の 2(1)(i)～(iii) のとおりである。 
 
マドリッド協定議定書第 4 条の 2(1) 

(i) 国際登録による標章の保護の効果が第3条の3(1)又は(2)の規定に基づいて当

該締約国に及んでいること  
(ii) 国内登録又は広域登録において指定されたすべての商品及び役務が当該締約

国に係る国際登録においても指定されていること。  
(iii) (i)に規定する効果が国内登録又は広域登録の日の後に生じていること 

 
3) ライセンスに関する宣言 
ポルトガルは、ライセンスに関する共通規則 20 規則の 2(6)の宣言をしていないた

め、国際登録簿に記録されたライセンスはポルトガルでも有効である。 
 
 
（１３）議定書に関する宣言  

国際事務局に支払う手数料を、本国官庁又は国際登録の名義人の締約国官庁が徴

収し、国際事務局に転送することを認めるマドリッド協定議定書共通規則 34(2)(b)
の宣言を行っている。 

 
 
（１４）ポルトガルに特徴的な制度 

コンセント制度 
先行商標の存在を理由として拒絶された場合、当該先行商標権者の同意（コンセ

                                                      
82 http://www.wipo.int/madrid/en/members/profiles/pt.html?part=misc の「Replacement」 

http://www.wipo.int/madrid/en/members/profiles/pt.html?part=misc
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ント）があれば、自己の出願は登録を受けられるとする制度が存在する（工業所

有権法第 244 条）。 
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（１５）ポルトガル国家工業所有権庁ウェブサイト等から入手可能な情報 
① ポルトガル商標検索システム 

参照アドレス：http://www.marcasepatentes.pt/ 
 

商標名検索(Search by Trademark Name) 
 ここでは、ポルトガル国家工業所有権庁が提供するデータベースを用いて

商標検索を行う手順を紹介する。 
 
 

 

手順 1：ポルトガル国家工業所有権庁ウェブサイトの

トップページより、「inpionline」欄をクリックする。 

http://www.marcasepatentes.pt/
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手順 2：本サイトに移行すると「Trademarks」欄に

「Search」があるので、ここをクリックする。 
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手順 3：類似商標検索ツールと

して商標名検索、称呼検索があ

り、その他の検索として出願番

号による検索、出願人・権利者

名からの検索、非伝統的商標検

索が可能となっている。 

類似商標が既に存在するかの検索 
○ Search by Trademark Name：商標名から検索 
○ Phonetic Search (for trademarks)：称呼検索（商標） 
○ Phonetic Search (for establishment names, insignias and 

logos) 
：称呼検索（機関名、記章、及びロゴ） 
 

他の調査 
○ Direct search by application number：出願番号からの直接調査 
○ Search by Applicant/Owner：出願人／権利者名による調査 

 
非伝統的商標の調査 
〇Olfactive：匂い 〇Hologram：ホログラム  
〇Tridimensional 立体 〇Sound：音響 
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 次に、称呼検索（商標）を行い、検索された商標の詳細情報を読み取るまでの手順

を紹介する。 

 
 

手順 4：当該画面より Phonetic Search (for trademarks)
を選択し、右下にある「NEXT」をクリックする。 
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手順 5：「Trademark Name」に検索名称を入れ、必要に応じた商品

役務区分を入力し、「Search」をクリックする（ここでは便宜上

「banana」を用いて検索）。そうすると、下に類似商標として類似

度の高い順に商標がリスト化されて示される。 
 
手順 6：リストに示された商標の番号をクリックすると個別の書誌

情報が入手できる。 
なお、CTM 登録情報については OHIM のサイトの該当番号の情報が

展開される。 

様式   出願番号  類似性（％） 商標名  商標の種類 法的ステータス 
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各商標の書誌情報のページ。以下の情報が記載されている。 
(a)  Filing Date：出願番号  (b)  Priority Date：優先日 
(c)  Modality： 様式    (d)  Legal Status：法的ステータス  
(e)  Status Start Date：ステータス開始日 
(f)  Expected End Date：ステータス終了予定日 
(g)  Fee Status：料金ステータス 
(h)  Status Start Date：ステータス開始日 
(i)  Expected End Date：ステータス終了予定日 
(j)  Maintenance Fee：維持費用 
(k)  1st Publication Bulletin：第 1 回公告公報  
(l)  Final Decision Date：最終査定日  
(m)  Final Decision Bulletin：最終決定公報 
(n)  Validity Start Date：有効性開始日  
(o)  Expected Validity End：予想有効期限  
(p)  Applicants/Owners：出願人/名義人  
(q)  Representative：代理人  
(r)   Nice Classification：ニース分類  
(s)   Court Decision Pending：裁判所決定係属  
(t)   Court：裁判所 
(u)  Date Sent：送付日  
(v)  Seniority：シニオリティ  
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② ポルトガルにおいて有効な指定商品・役務名を確認するサイト  
参照アドレス： http://www.marcasepatentes.pt/index.php?section=314 

 

 
 
 上記サイトでは、ポルトガル国家工業所有権庁において認められる指定商品・役務名

のニース分類の一覧（ポルトガル語及び英語）を確認できる。 
 
 
 
 
 

http://www.marcasepatentes.pt/index.php?section=314
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